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＜被害額＞（平成24年3月23日現在）

※県所管分：福島第一原子力発電所から30ｋｍ圏内は、航空写真等により推定した概算被害額を計上。

※市町村所管分：南相馬市の一部及び双葉8町村の概算被害額は含まれていない。

＜被害状況＞（平成27年1月5日現在）

◆死者：3,662人（うち、震災関連死※1,834人)

◆行方不明者：3人

福島県の被害状況① （地震・津波被害等）

地震・津波による被害状況

平成23年3月11日14:46に三陸沖を震源として発生した「平成23年 東北地方太平洋沖地震」は、
M9.0を記録し、観測史上最大の地震でした。
最大震度７を記録した激しい揺れとともに、広い範囲で大津波が押し寄せました。

津波に襲われる四倉湾 重機を使い捜索活動を行う
警察職員 （相馬市）

浜通り中通り会津地方
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半壊

全壊

16,206

半壊

37,867

全壊

24

半壊

162

＜被害状況＞ （平成27年1月5日現在）家屋被害の状況 ＜地域別＞

家屋被害の状況 （浪江町請戸地区）

家屋被害の状況 （福島市伏拝地内）

公共土木施設被害報告額 約3,162億円

農林水産施設被害報告額 約2,453億円

文教施設被害報告額 約 379億円

公共施設被害報告額総額 約5,994億円

全壊 21,393棟

半壊 74,539棟

県道白河羽鳥線 県立岩瀬農業高校（鏡石町）いわき市の海岸 八沢排水機場（相馬市）

【出典】福島県東日本大震災復旧・復興本部県土整備班

※震災関連死とは、地震などの直接的な被害によるも
のではなく、その後の避難生活での体調悪化や過労
など間接的な原因で死亡すること。
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県内29の市町村社会福祉協
議会に生活支援相談員203人
を配置。（平成26年1月末現
在）

高齢者の見守りや応急仮設
住宅等へ避難している住民の
支援を実施。

【参考】県の住宅二重ローン対策
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－被災された方々の住まいの再建・確保を支援－
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川俣町
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富岡町
（2013/3/25～）

福島県の被害状況② （避難状況等）

平成24年6月の避難者数16万4,218人から徐々に帰還が進みつつあるものの、平成26年12月現在
の避難者数は、12万1,585人とまだまだ多くの方々が避難生活を余儀なくされています。
県内への避難者は約7万6千人、県外への避難者は約4万6千人となっています。

原子力災害に伴う避難指示区域等

◆田村市都路地区に続き、川内村の一部でも避難指示解除

◆復興庁・県・市町村による住民意向調査の結果（帰還意向）

帰還困難区域 放射線量が非常に高いレベルにあることから、バリケードなど物理的な防護措置
を実施し、避難を求めている区域。

居住制限区域 将来的に住民の方が帰還し、コミュニティを再建することを目指して、除染を計画
的に実施するとともに、早期の復旧が不可欠な基盤施設の復旧を目指す区域。

避難指示解除
準備区域

復旧・復興のための支援策を迅速に実施し、住民の方が帰還できるための環境
整備を目指す区域。

【データ出典】［左］福島県災害対策本部 公表資料

福島県の人口推移

【参考】子どもの避難者(18歳未満避難者)の状況

(単位：人)

平成24年 平成25年 平成26年

10月1日現在

(Ａ)

10月1日現在

(Ｂ)

10月1日現在

(Ｃ)

30,968 27,617 24,873 ▲ 6,095

避難元市町村内 3,307 3,226 2,813

避難元市町村外 10,691 10,242 9,624

16,970 14,149 12,436 ▲ 4,534

県

内
▲ 1,561

増減数

(C)-(A)

県外

18歳未満避難者数

避

難

先

別

福島第一
原子力発電所

南相馬市
（2012/4/16～）

葛尾村
（2013/3/22～）

田村市

川内村
（2014/10/1～）

広野町いわき市

福島第二
原子力発電所楢葉町

（2012/8/10～）

20km

田村市都路地区における避難指示解除（平成26年4月1日）に続き、川内村においても、平
成26年10月１日に避難指示解除準備区域の避難指示解除、居住制限区域の避難指示解除
準備区域への再編が行われました。解除後も引き続き、インフラや医療、買い物施設等の生
活環境整備を進めていきます。

平成26年4月6日、田村市の古道地区と岩井沢
地区に、生鮮食料品や生活
雑貨などを取り扱う商業施
設「Domo（ど～も）」が開店。

乗合タクシー運行

4月1

(単位：人)

年少人口 生産年齢人口

0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

721,535 2,024,401 274,322 1,235,833 502,160 275,465 12,086
729,462 1,936,008 240,690 1,146,718 536,514 284,886 12,086

7,927 ▲ 88,393 ▲ 33,632 ▲ 89,115 34,354 9,421 0

平成23年3月1日

平成26年12月1日

増　減

【出典】　福島県の推計人口（福島県現住人口調査月報）

世帯数 人口

年齢別人口

老年人口
年齢不明

避難者の推移

（単位：人）164,218 157,136

121,585

150,488
138,949

県内避難者 県外避難者

避難先不明者
58人

避難先不明者
50人

避難先不明者
142人

※日付は避難指示区域の見直しがなされた日を表す。

平成26年7月31日、楢葉町に仮設商業
共同店舗「ここなら
商店街」が開店。
食堂やスーパー等
の3店で営業開始。

商業施設「Domo（ど～も）」 、商業共同店舗「ここなら商店街」オープン

◆南相馬市の特定避難勧奨地点が解除され、県内は全て解除に
南相馬市における特定避難勧奨地点（周辺地域に比べて放射線量が局所的に高いことか

ら、政府が住民の避難を支援する特定の地点）が、平成26年12月28日に解除されたことによ
り、県内における特定避難勧奨地点は最初の指定から3年6カ月を経て、全て解除された。

平成26年12月28日
南相馬市

特定避難勧奨地点が解除

平成26年4月1日
田村市都路地区

避難指示解除

平成26年10月1日
川内村

避難指示解除準備区
域の避難指示を解除
( → ）

居住制限区域は、避
難指示解除準備区
域に再編 ( → ）
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住環境の再建

被災者の生活再建

現在、避難者や被災者の居住の安定を図るため、「復興公営住宅」の整備を進めています。
原子力災害に伴う避難者向けの復興公営住宅については、県が主体となり、全体で4,890戸
整備する予定です。

仮設住宅管理状況 16,607戸（このうち入居戸数は12,322戸）

借上住宅支援状況 18,686戸（一般825戸、特例17,861戸）

住 宅 再 建 状 況
18,784件（進捗率61.5％）

区分 整備予定 完成戸数

地震・津波被災者向け 11市町で計2,702戸を整備予定。 1,070戸

原 発 避 難 者 向 け 県が主体となり、全体で4,890戸整備予定。 261戸

＜復興公営住宅等の整備状況＞

（平成26年12月26日現在）

（H26.12.31現在）

避難者へのきめ細かな支援

＜被災者の住環境＞

いわき市 １,７６８戸

１,５１３戸

福島第１原発

楢葉町 ３２戸

南相馬市 ９２７戸

３５０戸

鏡石町 ２４戸

新地町 １３３戸

１００戸

福島市 ４７５戸

相馬市 ３９８戸

矢吹町 ５２戸

桑折町
２２戸

６４戸 （８８戸完成）

県内29の市町村社会福祉協議
会に生活支援相談員203人を配置。
（平成26年1月末現在）

高齢者の見守りや応急仮設住
宅等へ避難している住民の支援を
実施。

避難者の見守り活動等

県内29の市町村社会福祉協議
会に生活支援相談員203人を配置。
（平成26年1月末現在）

高齢者の見守りや応急仮設住
宅等へ避難している住民の支援を
実施。

避難者向け情報紙提供

県内29の市町村社会福祉協議
会に生活支援相談員203人を配
置。（平成26年1月末現在）

高齢者の見守りや応急仮設住
宅等へ避難している住民の支援を
実施。

高速道路の無料化措置

避難指示区域等からの避難者と自
主避難している母子避難者を対象とし
た高速道路の無料措置が平成27年3
月31日まで延長。

広報誌や地元紙のダイジェスト版を

送付しているほか、福島県の復興に向
けた取組や避難先での交流会等の支
援情報を盛り込んだ「ふくしまの今が
分かる新聞」を
発行し、県内外の
自治体やＮＰＯ等
の協力のもと提供。

県内29の市町村社会福祉協議会に
生活支援相談員203人を配置。高齢者
の見守りや応急
仮設住宅等へ
避難している住
民の支援を実施。
(H27.1.1現在）

（被災者生活再建支援制度における加算支援金申請件数18,784件
/基礎支援金申請件数30,552件）

（平成26年12月31日現在）

（ ５８戸完成）

市町村 整備予定戸数 着手済戸数

福島市 475 戸 180 戸

桑折町 64 戸 25 戸

二本松市 346 戸 70 戸

郡山市 570 戸 474 戸

会津若松市 134 戸 100 戸

南相馬市 927 戸 446 戸

いわき市 1,768 戸 1132 戸

その他 606 戸 145 戸

合計 4,890 戸 2,572 戸

は地震・津波被災者向け

応急仮設住宅の供与期間延長

福島県においては、供与期間を1年延長し、
平成28年3月までの5年間としました。

手すり
玄関、廊下、トイレ、
風呂場に設置

ト
イ
レ

介助スペースを確保
（２方向進入可）

郡山市 ５７０戸 ※下図は
２ＬＤＫタイプ

★非常用
ボタン

★

★

★

★

段差なし（全住戸）

建築設計又は工事

に着手している住宅

は原発避難者向け ※数字は整備予定戸数（概数）

６２戸
広野町

５８戸
須賀川市

会津
若松市

１３４戸

６１戸本宮市

１２０戸川俣町

二本松市 ３４６戸

大玉村 ６７戸

２１７戸三春町

１６戸

４０戸
白河市

２５戸川内村

１８戸田村市

※数値は県内の状況のみ

（１３０戸完成）

（H27.1.29現在）

（１５７戸完成）

（ ４８戸完成）

（ 719戸 80戸完成）

（２３戸完成）

（28戸完成）

いわき市下神白団地
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（単位：μSv/h (マイクロシーベルト/毎時））

農地（水田＋畑地＋樹園地＋牧草地：ha）

0 10,000 20,000 30,000 40,000

市町村除染地域における除染実施状況

福島県内の空間放射線量の推移

環境回復

◆福島県環境放射線モニタリング・メッシュ調査結果に基づく福島県全域の空間線量率マップ

平成23年4月12日～16日

県内の空間放射線量は、平成23年4月時点に比べ、かなり下がってきています。
また、除染の進捗については、住宅などでの発注作業が軌道に乗り始めたことから、
今後、着実な前進が期待できます。

◆放射線量の推移

平成26年度末までの計画数に対する進捗状況（平成26年11月末時点）

進捗数

発注数

H26まで
の計画数

21,164（70.7%）

27,777（92.8%）

29,920

平成26年5月12日～6月4日

＜住宅除染について＞

住宅除染は、発注作業が軌道に乗りつつ
あり、着実に実績を伸ばしています。

平成26年度末までの計画数309,718戸
に対して発注数が276,752戸(89.4%)、
進捗数が185,478戸（59.9%）となっています。

【参考】住宅除染の進捗数（累計）の推移

H24 H25 H26

福島市 会津若松市 いわき市

震災前の

平常時
0.04

0.04

～0.05

0.05

～0.06

平成23年4月 2.74 0.24 0.66

9月 1.04 0.13 0.18

平成24年3月 0.63 0.10 0.17

9月 0.69 0.10 0.10

平成25年3月 0.46 0.07 0.09

9月 0.33 0.07 0.09

平成26年12月 0.23 0.06 0.08

福島市

※帰還困難区域で走行サーベイを実施

公共施設等（施設数）

0 5000 10000

道路（km）

0 5,000 10,000 15,000

住宅（戸）

0 100000 200000 300000 400000

185,478（59.9%）

276,752（89.4%）

309,718

進捗数

発注数

H26まで
の計画数

進捗数

発注数

H26まで
の計画数

進捗数

発注数

H26まで
の計画数

6,402（77.5%）

6,993（84.6%）

8,263

5,760（68.4%）

8,421

3,061（36.4%）

●

●

●

●

●

●

●

※県内各地の数値は2014年12月1日時点のもの
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環境回復のための研究拠点整備

0% 100%

区域
査定

決定数
（箇所数）

着工件数 完了件数

着工率
（％）

完了率
（％）

避難指示
区域内 328 195 59% 75 23%

◆工事箇所別進捗状況と地域別進捗状況

公共インフラ等の復旧と整備

被災した公共土木施設の89％で復旧工事に着手しており、全体の67％が完了しています。
今後も津波被災地を中心に､復旧工事の早期完了と道路インフラ等の充実強化を図り、安全安心
の確保に努めていきます。 （※巻末に「参考」として進捗情報の詳細を掲載しています。）

（平成26年12月31日現在）

着工率
（％）

完了率
（％）

2,109 1,885 89% 1,409 67%

河川・砂防 273 255 93% 190 70%

海岸 156 125 80% 26 17%

道路・橋梁 773 728 94% 659 85%

港湾 332 302 91% 251 76%

漁港 478 378 79% 186 39%

下水 3 3 100% 3 100%

公園・都市施設 5 5 100% 5 100%

公営住宅 89 89 100% 89 100%

公共土木施設等

災害復旧工事箇所

査定決定数

（箇所数）

 着 工 件 数  完 了 件 数

　計

災害廃棄物等の処理

◆災害廃棄物の処理状況

◆汚染廃棄物の保管状況
保管量（トン）

下水汚泥等
約75,700(平成25年 9月20日)

約59,500(平成26年12月現在)

焼却灰
（一般廃棄物）

56,698(平成24年 7月末)

約198,500(平成26年12月現在)
【データ出典】福島県中間貯蔵施設等対策室調べ

（平成26年11月末現在） 飯舘村小宮仮設焼却炉

方部 発生見込量 仮置場搬入量 処理・処分量

浜通り 2,344 1,761（ 75.1％) 1,440（ 61.4％)

中通り 1,042 1,040（ 99.8％) 1,040（ 99.8％)

会 津 19 19（100.0％) 19（100.0％)

合計 3,405 2,820（ 82.8％) 2,499（ 73.4％)

（単位：千トン）

【データ出典】福島県一般廃棄物課調べ

放射性物質により汚染された環境を早急に回復し、
県民の皆さんが将来にわたって安心して暮らせる環
境を創造するための研究拠点を整備します。

◆福島県環境創造センター（三春・南相馬）

災害廃棄物処理の様子

県中浄化センター内に焼却施設を導入

南相馬市

モニタリング、安全監視機能

場所
南相馬市（旧萱浜
ニュースポーツ広場）

完成
平成27年度供用開始
予定

三春町施設

モニタリング、調査・研究、情報収集・発信、教育・研修・交流機能

場所 三春町（田村西部工業団地） 完成 平成27～28年度供用開始予定

ＩＡＥＡとの連携

ＩＡＥＡ（国際原子力機関）
との間で河川・湖沼等の
除染技術の検討や野生

動物における放射性物質
の動態調査など９つの
協力プロジェクトを進め
ています。

震災以降、汚泥の搬出が滞り、場内での保管量が増加。現在、搬出先の確保と汚泥の減容化に取り組んでいる。

整備工事の様子

保管汚泥の状況

（平成25年9月に稼働）

三春町

中通り 534件

浜通り 1,549件

会 津 26件

完了 ５５％（856件）

完了 ９９％（527件）

完了１００％（26件）

施工中31％（469件） 未着工14％（224件）

避難指示解除準備区域内は、既に災害査定が終了していますが、居住
制限区域及び帰還困難区域では、未だ災害査定が終了しておらず、今
後も引き続き、国が行う除染などと調整を図りながら進めていく予定です。

【参考】避難指示区域内の進捗状況

施工中1％（7件）

新生ふくしま復興推進本部
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進 捗 率
（②/①*100）

29.9% 60.9% 24.5% 82.2%

集計年月 （H26.6） （H26.3） （Ｈ26.3） （H26.12）

2,432 地区
着手済地区

5,460 ha
東日本大震災に伴う津波被災

農地面積（旧警戒区域含む）

17,200 経営体
東日本大震災による

被害のあった経営体

７４０ 経営体
東日本大震災による

被害のあった経営体

2,958 地区
査定完了地区

② 復旧・復興
　　の状況

① 被害状況

1,630 ha
営農再開が可能な農地面積

10,500 経営体
 営農を再開した経営体

（※一部再開含む）

181 経営体
操業を再開した経営体

（※試験操業を含む）

農 地
（営農再開可能面積の割合）

農業経営体
（経営再開状況）

漁業経営体
（操業再開状況）

農地・農業用施
設等の復旧工事

農林水産業施設等の復旧状況農林水産業施設等の復旧状況

復興に向けた戦略的道路整備

只見
線

【運休区間】

会津川口駅－只見駅
間

会
津
縦
貫
道

福
島
第
一
原
発

相馬港

小名浜港

福島
空港

Ｒ１１８

（相馬福島道路）

＜常磐自動車道 ・ ＪＲ常磐線＞

常磐自動車道 ＪＲ常磐線

・広野-竜田間 [再開]（H26.6）
・相馬-浜吉田 [再開予定]

（H29年春頃）

・広野-常磐富岡 [再開通]（H26.2）
・相馬-山元間 [開通]（H26.12.6 ）
・浪江-南相馬 ［開通]（H26.12.6 ）

・常磐富岡-浪江
［H27年3月１日開通予定］

「霊山-福島間」（約12.2km）も平成26年9月28日着工し、全区間で工事に着手。

【参考】ふくしま復興再生道路（８路線）

中通りと浜通りを結ぶ主要な国道と県道８路線

○小名浜道路 ○県道吉間田滝根線 ○国道399号 ○国道288号

○国道114号 ○県道原町川俣線 ○県道小野富岡線 ○国道349号

避難解除等区域の復興を周辺地域から強力に支援するため、平成30年代前半の完成を目指して浜通り（高速道、直轄
国道等に囲まれるエリア）へ続く主要8路線の整備を進めています。

山元

相馬

広野

相馬

浜吉田

原ノ町

竜田

広野

（
北
道
路
）

国見IC

（仮）霊山 IC
（仮）阿武隈 IC

（仮）相馬西 IC
相馬 IC

１１５

１１５

４

６

福島－霊山 霊山道路
阿武隈－
阿武隈東 阿武隈東道路 相馬西道路

（仮）阿武隈東 IC

（仮）福島保原線 IC

（仮）福島北 JCT

（仮）国道4号 IC

帰
還
困
難
区
域
内
の
国
道
６
号
、
県
道
小
野
富
岡
線

（
二
輪
車
等
制
限
有
）

平
成

年

月

日

26

9

15

浪江

南相馬

常磐
富岡

室原工区 浪江工区

国道２８８号 玉ノ湯工区 全線開通（平成26年12月25日）

国道２８８号 三春西バイパス 全線開通（平成25年5月23日）

国道１１４号
室原工区 全線開通
浪江工区 車道部開通

・相馬～亘理間 H23.4.12開始
・竜田～原ノ町間 H27.1.31開始予定

（平成26年12月6日）

新生ふくしま復興推進本部
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判定結果 判定内容
先行検査 本格検査

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％）

Ａ判定
Ａ１ 結節や嚢胞なし 152,633

99.2 
25,563

99.2 
Ａ２ 5.0mm以下の結節や20.0mm以下の嚢胞 141,379 34,485

Ｂ判定 5.1mm以上の結節や20.1mm以上の嚢胞 2,240 0.8 457 0.8 

Ｃ判定 直ちに二次検査を要するもの 1 0.0 0 0.0 

【検査実施結果(県)】 預託実効線量（おおむね一生涯に体内から受けると思われる内部被ばく量）

1ミリシーベルト未満 1ミリシーベルト 2ミリシーベルト 3ミリシーベルト

233,199人 14人 10人 2人

①放射線医学県民健康管理センター

②先端臨床研究センター

③先端診療部門

④教育・人材育成部門

⑤医療－産業トランスレーショナルリサーチセンター
→治療薬・診断薬の開発と産学官共同研究

場所 福島市（県立医科大学）

完成 平成28年度予定

＜進捗状況等＞

H26～27：建設工事等
H28    ：全面稼働予定

ホールボディカウンターによる内部被ばく検査

甲状腺検査

基本調査

県民の健康

県民健康調査

・自記式質問票 約26.9％（H26.10月末現在）

（回答者数553,418人/対象者2,055,383人）

＜外部被ばく線量推計結果＞

【全県分】 0～2ミリシーベルト未満の割合 93.9%

<参考>福島県外３県
における甲状腺

有所見率調査結果

18歳以下の県民の医療費無料化

子どもの健康を守り、県内で安心して子どもを生み、育てやすい環境づくりを進めるため、子育て支援策として、
医療費助成の年齢拡大を行い、平成24年10月から１8歳以下の県民の医療費無料化を実施しています。

【出典】環境省報道発表資料

・ A1、A2判定は次回（平成26年度以降）の検査まで経過観察。

・ B、C判定は二次検査を実施。（先行・本格検査共通）

・ A2判定の判定内容であっても、甲状腺の状態等から二次検査を要する
と判断した方については、B判定としている。（先行・本格検査共通）

・二次検査（1,985人結果確定）で、悪性ないし悪性疑い109人。（手術実施
85人：良性結節1人、乳頭癌81人、低分化癌3人）

県民の心身の健康を見守り、将来にわたる県民の健康の維持、増進を図ることを目的とした「県民健
康調査」に取り組み、県民の被ばく線量の推計や甲状腺検査などを実施しています。

※県ではホールボディカウンター22台体制（平成26年12月現在）で検査をしています。

内部被ばく検査の様子

のう

のう

のう

＜先行検査＞（平成23～25年度）

震災時18歳以下の子どもを対象とした現状
確認のための検査。受診者数 約29万6千人
（平成26年3月末現在）

＜本格検査＞（平成26年度～）

先行検査と比較するための2回目の検査。
平成24年4月1日までに生まれた方まで対象者を拡大
して実施する。対象者が20歳までは2年ごと、それ以降
は5年ごとに検査を継続。

平成23年3月11日時点での県内居住者（2,055,383人）を対象

震災時に概ね18歳以下等の約38万人を対象

イメージ

放射線医学に係る最先端の研究・診療拠点整備

将来にわたり県民の健康を守るため、放射線医学に係る最先端の研究・診療拠点を整備します。

福島市

イメージ

構想 設計 着工 完成

５
つ
の
機
能

（被ばく線量の推計）

（H26.10月末現在）

県実施分の累計検査人数
233,225人

（平成23年6月～平成26年11月）

甲状腺検査の様子

※原発事故発生直後から7/11までの4か月間の外部被ばく線量を推計

＜対象地域＞
青森県弘前市
山梨県甲府市
長崎県長崎市

＜調査対象者＞

3～18歳の者
4,365人

＜調査結果＞

【A1】1,853人(42.5%)
【A2】2,468人(56.5%)
【Ｂ】 44人( 1.0%)
【Ｃ】 0人(  0.0%)

・ A1、A2判定は次回（平成28年度以降）の
検査まで経過観察。

・二次検査（155人結果確定）で、悪性ないし
悪性疑い4人。（手術実施0人）

新生ふくしま復興推進本部
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農林水産業の状況

福島県の農業産出額等の推移

県産農林水産物のＰＲ

風評払拭を図るため、県産農林水産物の魅力の発信と、安全・安心に向けたPR活動等を行っています。

主な農産物価格の推移

農林水産業については、震災前に比べ産出額が減少しています。今後、被災者の生活再建のため
にも、農林水産業の再生に向けた取組や、県産農林水産物の魅力と安全・安心に向けたPR活動等
を全力で進めていきます。

※Ｈ２６年は、１～１１月の数値

林業産出額

本県の農業産出額の推移

（単位：円／ｋｇ）

（単位：億円）

「新生！ふくしまの恵み発信事業」

※ 項目毎の四捨五入により年計と年の各項目の総和は一致しない。

【出典】農林水産省 生産農業所得統計、生産林業所得統計報告書、海面漁業生産統計調査より作成

136.4 130.1 124.8

87.2.
73.9

2,049
2,330

1,851
2,021

『おいしいふくしま、できました。』をキャッチフレーズに、ふくしまの豊かな
自然と農林水産物の魅力、安全管理の取り組みなどを様々なメディアや
セミナー等を通して発信。

福島県を代表する農産物「もも：収穫量全国第２位、肉用牛：飼養頭数全国第１０位、アスパラガス：収穫量全国第５位（いずれもＨ22）」の価格推移

もも 肉用牛（和牛）
（単位：円／ｋｇ）

アスパラガス

日本橋ふくしま館「MIDETTE（ミデッテ）」

一日も早い風評の払拭と本県のイメージ
回復を図るため、東京日本橋に首都圏
情報発信拠点を開設。（平成２６年４月）

498  507  502  546  519 

439 
222 

340  356  358 

0
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300

400

500

600

Ｈ22年 Ｈ23年 Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年

1,784 
1,627  1,722 

1,919  1,960 

1,708 
1,266  1,359  1,655  1,667 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

Ｈ22年 Ｈ23年 Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年

999 
1,108 1,102 1,091 1,183 

893  827  793  845  965 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

Ｈ22年 Ｈ23年 Ｈ24年 Ｈ25年 Ｈ26年

■全国 ■福島 ■全国 ■福島 ■全国 ■福島（単位：円／ｋｇ）

【出典】東京都中央卸売市場ホームページ市場統計情報

1

海面漁業生産額

新生ふくしま復興推進本部
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また、試験操業によって販売される漁獲物については、国の基準よりも厳しい自主基準
（ ［国基準：100Bq/kg］）設け、放射性物質の検査を行っています。

農地（水田＋畑地＋樹園地＋牧草地：ha）

0 10,000 20,000 30,000 40,000

食品の安全・安心に向けた取組

農地等の除染

表土の削り取り 反転耕 樹皮の洗浄

県産農林水産物のモニタリング等状況 （平成26年4月～26年12月末） ※「玄米」のみ､平成26年8月～平成26年12月末

◆県内全域の全ての米袋を検査

(H26.4～26.12) 検査数 基準値超過数 超過数割合

玄米 約1,079万件 0件 0.00%

野菜・果実 5,630件 0件 0.00%

畜産物 3,796件 0件 0.00%

山菜・キノコ 1,439件 24件 1.67%

水産物 7,574件 69件 0.91%

基準値
超過なし

◆生産者団体等の検査機器導入に対する補助
検査結果をHP等で公

表。基準値を超えたもの
は、流通させません！

あんぽ柿非破壊検査機

検査済みの玄米を使用したお米
（精米）の袋にはシールを貼って
確認できるようにしています。

ベルトコンベア式検査機

１袋ずつ検査

県産農林水産物は、出荷前に検査を実施しています。基準値を超過した場合には、品目ごとに市町村単位で出荷が制限される
ため、流通している農林水産物は安全性が確認されています。

全量全袋
検査

粉砕せずに
検査可能

農地の除染状況（平成26年11月）
【水田＋畑地＋樹園地＋牧草地：ha】

進捗数

発注数

H26まで
の計画数

21,164（70.7%）

27,777（92.8%）

29,920

福島県の沿岸漁業及び底びき網漁業は、現在操業自粛を余儀なくされていますが、２万件
を超えるモニタリングの結果から安全が確認されている魚種もあり、現在これらの魚種（平成
27年1月28日現在で ）に限定した「試験操業」を行っています。

◆漁業における試験操業

食品中の放射性セシウムの新基準

基準値を超える放射性物質を含む食品を流通させないため、農地の除染はもちろん、検査体制も強化
し安全を確認しています。特に主食であるお米については、県内全域で生産・出荷される全ての米袋を
検査し、基準を満たした米袋には検査済ラベルを貼付しています。
また試験操業で水揚げされた水産物をより安全に流通させるため、漁協等が行う自主検査に対し検査
技術の指導を行うとともに、生産者、流通業者等と効率的な検査体制の構築について協議しています。

試験操業による水揚げ 放射性セシウムの検査魚体の測定･前処理

 一般食品 100
 牛 乳 50
 乳児用食品 50
 飲料水 10

新基準値
（H24年4月～）

（Bq/kg）

「ふくしま新発売。」HP
http://www.new‐fukushima.jp/

検査結果
を公表

新生ふくしま復興推進本部
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◆観光客中心の宿泊施設※における実宿泊者数（人泊）推移

観光客の推移

観光業の再生

様々なイベントで観光再生が加速

平成２５年の大河ドラマ「八重の桜」などを好機とした観光再生が進んでおり、今後も本年春にJR等
と共同で開催するデスティネーションキャンペーンに向けた取組など、観光誘客に向けた施策を積
極的に進めて行きます。

Ｂ-１グランプリin郡山
平成26年10月18,19日開催。
今回は「東北・福島応援特別大
会」と位置づけられ、全国59の
「まちおこし」団体が集いました。
45万3千人が来場。

相馬野馬追
平成24年7月から再開。
毎年、大勢の観光客で賑わい
ます｡

鶴ヶ城
平成25年に会津若松市を訪
れた観光客は395万人となり、
過去最多を記録しました。

日本陸上競技選手
権大会
平成26年6月6～8日に開催。

第７回太平洋・島サミット
いわき市にて開催予定。国際的な知
名度の向上、交流人口の拡大、風評
払拭等が期待されます。

※前回サミットの様子（出典：首相官邸ＨＰ）

東京ガールズコレクションin福島2014
平成26年4月開催。若者の元気な笑顔とパワーが福島
にさらなる活気を与えてくれました。

H23                                           H24                                H25                                H26

◆福島県観光客入込と教育旅行の状況

(C)TGC in FUKUSHIMA 2014

※宿泊者のうち観光目的の宿泊者が全体の50%以上と回答した宿泊施設。

全国

福島県

（H22年同月と比較）

【出典】福島県観光交流局 ・福島県観光物産交流協会【出典】観光庁 宿泊旅行統計調査

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H21年 H22年 H23年 H24年 H25年

教育旅行

観光客入込

（千人：観光客入込） （人泊：教育旅行）

（H21年度対比）

44.9%

（Ｈ22年対比）

84.5%

ふくしまＤＣ

ふくしまアフターＤＣ

ふくしまプレＤＣ

東日本大震災と東京電力福

島第一原発事故後に担い手が

避難し、継承が困難になってい

る浜通りの団体など20団体が

出演し、古くから続く民俗芸能

を披露しました。

（平成26年10月4,5日開催）

こども夢フェスタinしらかわ

平成26年9月27,28日に開催。
県内外から150以上のご当地
キャラクターが集まり、本県の
元気を全国に発信しました。

ロックコープス
「４時間のボランティア活動で
コンサートに参加できる」音楽の
力で社会貢献を推進するプロ
ジェクト。復興支援としてアジア
で初めて開催されました。

新生ふくしま復興推進本部
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中小企業等の復興

産業振興と雇用の創出

本県産業の持続的な発展に向けて、地域経済の核となる中小企業の復興は欠かせません。今後
も中小企業等の事業継続・再開などを積極的に支援していきます。
また、県内では工場の新増設の動きが急増しています。今後も企業立地補助金による支援等で、
企業誘致を促進し、雇用の創出を図ります。

＜対象事例＞相馬市松川浦観光振興グループ（相馬市）

被災された中小企業等の事業活動再開に必要と
なる経費（工場・店舗等の借上・移設支援、建替、
購入、修繕等）の一部を補助。

被災された中小企業等がグループを組んで、施設
や設備の建替、修繕等の計画を立て、認定を受け
ることで、要した経費の一部を補助。

＜対象事例＞天井が崩落した製造業者の工場（白河市）

大震災及び原子力災害により事業活動
に影響を受けた中小企業等を支援する融
資制度。

原発事故の被災区域に事業所を有する中小企業
者等が、県内で事業を継続・再開するための資金
を無利子・無担保で融資する制度。

【有効求人倍率と完全失業率の推移】

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）
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立地補助金による企業立地支援

４,７７５人の
雇用創出見込み

県内に工場等を新設又は増設する企業を支援し、
生産規模の拡大と雇用を創出します。

課税の特例措置（優遇税制）による企業立地支援

平成26年9月現在

４１４社を指定

【出典】福島県商工労働部調べ

福島県内の工場[敷地面積1,000㎡以上]新･増設状況

※県工業開発条例に基づく設置届出件数

県内で工場の新増設の動きが急増

太陽光関連部品製造

須賀川市 新設

繊維工業、化学工業 他

いわき市 増設

自動車関連部品製造

田村市
増設

医薬品原薬製造

広野町
増設

電気機械器具製造

南相馬市 増設

加工紙製造

伊達市
増設

パルプ・紙・紙加工品製造

福島市 新設

ランドセル製造

会津若松市 新設

電気計測器製造

郡山市 新設
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（福島復興再生特別措置法による課税の特例） （ふくしま産業復興投資促進特区による課税の特例）

対
象
区
域
等

避難解除区域
避難指示解除準備区域
居住制限区域

製造業等 農林水産業等

県内59市町村の工業団地等
（1,348カ所）

県内53市町村の農業振興地
域（一部除く）、漁港を中核とし
て産業集積が図られる区域等

目的 事業再開・継続の支援、新規立地の促進 産業復興・企業立地促進 農山漁村の再生

内容

①機械・装置、建物等の投資に係る特別償却又
は税額控除

②被災雇用者に対する給与等支給額の２０％を
税額控除

③施設・設備の新増設による事業税、不動産取
得税、固定資産税の課税免除等（※①の指定
を受けた場合のみ）

①新規立地新設企業の法人税を実質５年間無税
②機械・装置、建物等の投資に係る特別償却又は税額控除
③被災雇用者に対する給与等支給額の１０％を税額控除
④開発研究用減価償却資産の即時償却及び１２％税額控除

⑤施設・設備の新増設による事業税、不動産取得税、固定資産
税の課税免除等 （※①、②、④の指定を受けた場合のみ）

認定
件数

既存事業者 2,100件
新規事業者 12件

986件
（雇用予定数 31,436人）

48件
（雇用予定数 545人）

県内産業の復興や企業立地の促進等を図るため、税制上の特例措置を講じています。

避難解除等区域 県内全域

特例措置

H26.12.12 H26.12.31 H26.12.31

津波や原子力災害により、甚大な被害があった地域の産業復興を加速するため、工場等を新設又は増設する
企業を支援し、新たな雇用や経済波及効果等を創出します。

５４
６７

８８

１０３１００

７５

２３

４２
５２

１０２ １０２

福島県を事業実施場所としている企業 第１～3次公募採択累計 １８３社

（６次指定日現在）

（累計採択金額）

７０

新生ふくしま復興推進本部
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研究開発・産業創出拠点の整備

再生可能エネルギーの推進

福島県の復興・再生には、単なる復旧にとどまらない先導的な取組が必要であることから、
現在、各種研究開発・産業創出拠点の整備を進めており、復興の推進力としていきます。

小名浜太陽光プロジェクト

出力 １８，４００キロワット

完成 平成26年8月一部運用開始

郡山布引高原風力発電所

出力 ６５，９８０キロワット

完成 稼働中

グリーン発電会津
木質バイオマス発電所

出力 ５，７００キロワット

完成 稼働中

柳津西山地熱発電所

出力 ６５，０００キロワット

完成 稼働中

会津若松市 郡山市 いわき市

柳津町

沿岸部大規模太陽光発電事業

場所 南相馬市

出力 ７０，０００キロワット

完成 平成29年運用開始予定

2040年頃には、県内エネルギー需要の
100％相当量を再生可能エネルギーで生み
出すことを目標に再生可能エネルギーの
導入拡大を進めるとともに、拠点整備等を
通じて関連産業の集積・育成を図ります。

提供：東北電力株式会社

提供：株式会社グリーン発電会津 提供：J-POWER／電源開発株式会社 提供：三菱商事株式会社

ふくしま復興・再生可能エネルギー
産業フェア（ＲＥＩＦふくしま）２０１４

再生可能エネルギー関連企業による製品・
部品等の展示や取引商談会、各種セミナー
等からなる展示会を12月3日、4日に開催。

ドイツNRW州やデンマークとの連携

県では、ドイツＮＲＷ州（ノルトライン＝
ヴェストファーレン州）の環境省や
デンマーク大使館と、再生可能エネルギーや
省エネルギー分野における連携の覚書を締結しています。

これらの分野に関する両地域の先進的な知見を生かし、本
県における再生可能エネルギーの導入や関連産業の集積を
目指していきます。

浮体式洋上風力発電システムの安全性、信
頼性、経済性を検証。研究開発等の拠点を形
成し、風力発電関連産業の集積を目指す。

場所 広野・楢葉沖

完成 平成25年11月11日より運転開始

＜進捗状況等＞

［第一期］（H23～H25）

H25. 7：2メガワットの浮体式風車｢ふく
しま未来｣(全高122m)と浮体式洋
上変電設備｢ふくしま絆｣を設置

H25.11：運転開始

[第二期](H26～H27)
7メガワット級の浮体式風車(全高
約200m)の設置・運転を予定。

構想 設計 着工 完成

広野・楢葉沖
提供：福島洋上風力コンソーシアム

福島空港メガソーラー

出力 １，１９１キロワット

完成 稼働中

須賀川市

県民参加型ファンドを活用

独立行政法人産業技術総合研究所が、再生
可能エネルギーの研究開発拠点を整備。

場所 郡山市（郡山西部第二工業団地）

完成 平成26年4月1日開所

＜進捗状況等＞

構想 設計 着工 完成

（国内外から過去最多の170団体285小間が出展）

＜再生可能エネルギー導入目標＞

提供：（独）産業技術総合研究所

郡山市

新生ふくしま復興推進本部
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産業再生と集積の促進

2013年医療機器生産額
１,２４５億円
（全国３位）

2013年医療機器
受託生産額

３５２億円
（全国１位）

2012年医療用機械器具の
部品等生産金額

１３３億円
（全国１位）

＜医療機器生産金額＞［単位：億円］

福島県は、震災前から全国有数の医療
機器・部品の生産県であり、さらなる一
大拠点化を目指し、産業振興・雇用促進
に繋げていきます。

イメージ

福島県の水産業振興に向けた調査研究の
ための拠点を復旧整備。

場所 相馬市（(株)ADEKA相馬工場敷地内）

完成 平成29年度開所予定

＜進捗状況等＞

H26～：建設工事等
H29 ：年度中の開所を目指す

構想 設計 着工 完成

医療機器の開発から事業化までの一体的
な支援を行うため、大動物を活用した安全
性評価や医療従事者の機器操作トレーニ
ング等を実施する拠点を整備。

場所 郡山市（旧農業試験場跡地）

完成 平成28年度の開所を目指す

＜進捗状況等＞

H26～28：建設工事等
H28 ：開所予定

構想 設計 着工 完成

郡山市 イメージ

医療界と産業界の橋渡し役として、がんを中
心とした新規治療薬・診断薬・検査試薬など
の創薬拠点を整備。

場所 福島市（県立医科大学）

完成 平成28年度予定

再掲（８ページ）
イメージ

福島市

相馬市

会津若松市

イメージ

提供：会津大学

ＩＣＴを利活用した地域産業振興を担う企業
の集積や人材育成に取り組むとともに、先
端ＩＣＴ研究を推進し、新たなＩＣＴ産業を創出
するための研究開発拠点を整備。

場所 会津若松市（会津大学）

完成 平成27年供用開始予定

＜進捗状況等＞

H26：建設工事等
H27：供用開始予定

構想 設計 着工 完成

避難地域等の営農再開、農業再生に向けた
調査研究のための拠点を整備。

場所 南相馬市（旧萱浜ニュースポーツ広場）

完成 平成27年度開所予定

＜進捗状況等＞

H26～H27：建設工事等
H27     ：年度中の開所を目指す

構想 設計 着工 完成

南相馬市

県内企業の有する優れた技術を世界に向けて発信するため、
世界最大の医療機器関連見本市である「MEDICA/COMPAMED」に
出展する企業を支援しています。

毎年１１月にドイツのデュッセルドルフにて開催される

世界最大の医療機器製品・関連技術見本市。

世界１００カ国以上から約１３万人の医療従事者、

バイヤー、メーカーが来場し、活発な商談が行われます。

イメージ

【 MEDICA/COMPAMED 】
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県では、 ドイツＮＲＷ州（ノルトライン＝

ヴェストファーレン州）の経済・エネル
ギー・産業省と、医療機器分野における
ビジネス交流を実施しています。

平成２６年９月１日には覚書を締結し、

本県企業群の優れた技術を同州に発
信することが可能になるとともに、医療
機関や研究機関同士の共同研究など、
様々な交流が図られ、医療機器産業の
さらなる発展が期待されます。

ドイツNRW州等との連携

新生ふくしま復興推進本部
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平成26年度当初予算の概要

（うち、震災･原子力災害対応分８,７０５億円）

環境回復

安心して住み、暮らす：4,574億円（除染・健康管理等）

2,455億円

生活再建支援

県内外の避難者支援、帰還
に向けた取り組み支援、帰
還後の生活再建支援、長期
避難者などの生活拠点の整
備、長期にわたり避難して
いる方への支援

1,443億円

県民の
心身の健康を守る

県民の健康の保持・増進、
地域医療などの再構築、最
先端医療提供体制の整備、
被災者などの心のケア

360億円

未来を担う
子ども・若者育成

316億円

農林水産業再生

ふるさとで働く：2,469億円（産業振興・雇用創出等）

安全・安心を提供する取り
組み、農業・森林林業・水
産業の再生、区域見直しに
伴う対応

646億円

中小企業等復興

県内中小企業などの振興、
企業誘致の促進、新たな時
代をリードする新産業の創
出、区域見直しに伴う対応

1,577億円

再生可能エネルギー
推進

再生可能エネルギーの導入
拡大、研究開発拠点との連
携、関連産業の誘致、県内
企業の参入・取引支援、再
生可能エネルギーの地産地
消の推進

72億円

医療関連産業集積

医療福祉機器産業の集積、
創薬拠点の整備

174億円

ふくしま・きずなづくり

まちをつくり、人とつながる：1,365億円（きずなづくり・復興まちづくり等）

県内外避難者やふくしまを
応援している人とのきずな
づくり、復興へ向けた取り
組みや情報の発信、避難し
ている方とのきずなの維持

51億円

ふくしまの観光交流

観光復興キャンペーンの実
施、教育旅行の再生など観
光と多様な交流の推進

14億円

津波被災地等
復興まちづくり

総合的な防災力向上、地域
防災計画などの見直し、防
災意識の高い人・地域づく
り、土地利用の再編や復興
のまちづくり計画策定およ
び実施

888億円

県土連携軸・交流
ネットワーク基盤強化

「浜通り軸」の早期復旧・
整備、生活支援道路の整備、
道路ネットワーク構築、物
流・観光の復興を支える基
盤の整備、JR常磐線・只見
線の早期復旧、広域的な連
携・連絡体制の構築

412億円

除染の推進、食品の安全確
保、廃棄物などの処理、環
境回復の研究機能などを備
えた拠点の整備

日本一安心して子どもを生
み、育てやすい環境づく
り、生き抜く力を育む人づ
くり、ふくしまの将来の産
業を担う人づくり

平成26年度当初予算

（再掲事業を含む）

人口減少・高齢化対策 1,423億円
人口減少・高齢化の影響の軽減、
人口の県外流出の抑制、
出生数の回復等の取組みなど

平成26年度当初予算は、県政史上最大規模となった平成25年度とほぼ同水準の予算を編成いたし
ました。復興公営住宅を始め、医療機器の安全性評価や除染技術の研究拠点施設の整備など、新
しい福島の輪郭を形作り、復興の流れを大きく、より確かなものにしていきます。

新生ふくしま復興推進本部
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＜参考＞データで見る福島の復興状況

平成２６年1２月１日現在　総人口　１，９３６，００８人

平成２６年１２月２６日時点の仮設住宅入居戸数　１２，３２２戸

　　「福島県鉱工業指数基準改定の概要」

100

平成25年の観光客入込数48,315千人 / 平成22年　57,179千人　「福島県　観光交流課（観光入込状況）」

教育旅行宿泊延べ人数
対平成２２年度比　指数（Ｈ２２＝１００）

44.9
平成２５年度の教育旅行宿泊延べ人数　３１８，６１８人泊

平成25年度の教育旅行宿泊延べ人数318,618人泊 / 平成21年度　709,932人泊　「(一社)福島県観光物産交流協会（教育旅行入込調査）」

県内製造業製造品出荷額
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

93.2
平成２５年の県内製造業製造品出荷額　４兆７，５０４億円（速報）

平成25年の県内製造業製造品出荷額47,504億円 / 平成22年　50,957億円　「工業統計調査」

鉱工業生産指数
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

90.0
平成２５年の鉱工業生産指数　９０（Ｈ２２＝１００）

大型小売店販売額
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

観

光

観光客入込数
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

84.5
平成２５年の観光客入込数　４，８３１万５千人

工場立地件数
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

242.9
平成２５年の工場立地件数　１０２件

平成25年の工場立地件数102件 / 平成22年　42件　「福島県企業立地課（工場立地状況について）」

商

工

業

有効求人倍率
有効求人倍率

1.24倍
平成２５年の有効求人倍率　１．２４倍（全国平均０．９３倍）

242.9

営農再開可能面積の状況
営農再開が可能な農地面積

29.9%
平成２６年６月時点

営農再開が可能な農地面積　１，６３０ha　/　東日本大震災に伴う津波被災農地面積（旧警戒区域含む）　５，４６０ha

農業経営体の再開状況
営農を再開した経営体

60.9%
平成２６年３月時点

営農を再開した経営体　１０，５００経営体（※一部再開含む）　/　東日本大震災による被害のあった経営体　１７，２００経営体

108.5
平成２５年の大型小売店販売額　２，４２５億８千８百万円

平成25年の大型小売店販売額242,588百万円 / 平成22年　223,494百万円　東北経済産業局「東北地域大型小売店販売額動向」

　「厚生労働省　一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」1.24(倍)

108.5

平成24年の本県林業産出額73.9億円 / 平成22年　124.8億円　「農林水産省　生産農業所得統計報告書」

海面漁業生産額
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

35.3
平成２４年の本県海面漁業生産額　６４．1億円

平成24年の本県海面漁業生産額64.1億円 / 平成22年　181.8億円　「農林水産省　海面漁業生産統計調査」
農

林

水

産

業

農業産出額
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

87.9
平成２５年の本県農業産出額　２，０４９億円

平成25年の本県農業産出額2,049億円 / 平成22年　2,330億円　「農林水産省　生産農業所得統計報告書」

林業産出額
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

59.2
平成２４年の本県林業産出額　７３．９億円

漁業経営体の再開状況
操業を再開した経営体

24.5%
平成２６年３月時点

操業を再開した経営体（試験操業を含む）　１８１経営体　/　東日本大震災による被害のあった経営体　７４０経営体

農地・農業用施設等の

復旧工事の状況
復旧工事　着手済地区

82.2%
平成２６年１２月時点

農地・農業用施設等の復旧工事着手済地区　２，４３２地区　/　査定完了地区　２，９５８地区

産

業

全

体

県内総生産（名目）
対平成２２年度比　指数（Ｈ２２＝１００）

97.6
平成２４年度の県内総生産（名目）　６兆８，０７０億円

　平成24年度の県内総生産（名目）68,070億円 / 平成22年度　69,765億円　「福島県県民経済計算」

県民所得
対平成２２年度比　指数（Ｈ２２＝１００）

98.6
平成２４年度の県民所得　５兆１，１１８億円

102.7

復興公営住宅整備状況

（原発避難者）
完成戸数 5.3%

平成２７年１月２９日時点

完成戸数　２６１戸 / 現状を踏まえた整備予定戸数　４，８９０戸

　平成24年度の県民所得51,118億円 / 平成22年度　51,829億円　「福島県県民経済計算」

現金給与総額指数

対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

102.7
平成２５年の現金給与総額指数　１０２．７（Ｈ２２＝１００）

　「毎月勤労統計調査地方調査結果年報」

平成２６年１２月３１日時点

被災者生活再建支援制度における加算支援金申請件数　１８，７８４件　/　基礎支援金申請件数　３０，５５２件

新設住宅着工戸数
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

163.1
平成２５年の新設住宅着工戸数　１５，２３３戸

平成25年の新設住宅着工戸数15,233戸 /　平成22年　9,342戸　「国土交通省（住宅着工統計）」

復興公営住宅整備状況

（地震・津波）
完成戸数 39.6%

平成２６年１２月３１日時点

完成戸数　１，０７０戸 / １１市町村での整備予定戸数　２，７０２戸

163.1100

生

活

再

建

避難者数（県内・県外）
対平成２４年６月比　指数（H２４.６＝１００）

74.0
平成２６年１２月時点の避難者数　１２１，５８５人（県内避難者数７５，６０１人、県外避難者数４５，９３４人、避難先不明者５０人）

平成26年12月時点の避難者数121,585人 / 平成24年6月時点　164,218人　「福島県災害対策本部」

子どもの避難者数

（１８歳未満）
対平成２４年１０月比　指数（H２４.１０＝１００）

80.3
平成２６年１０月１日時点の避難者数　２４，８７３人（県内避難者数１２，４３７人、県外避難者数１２，４３６人）

借上住宅支援状況
対平成２４年４月末比　指数（H２４.４月末＝１００）

73.1
平成26年12月26日時点の借上住宅支援戸数18,686戸 / 平成24年4月末時点　25,554戸　「福島県　災害対策本部（土木部）調べ」

  平成26年10月時点の子どもの避難者数24,873人 / 平成24年10月時点　30,968人　「福島県　子育て支援課調べ」

仮設住宅入居状況
対平成２３年４月末比　指数（H２３.４月末＝１００）

84.5
平成26年12月26日時点の仮設住宅入居戸数12,322戸 / 平成23年4月末時点　14,590戸　「福島県　災害対策本部（土木部）調べ」

住宅再建状況
住宅再建状況

61.5%

　　　「福島県除染対策課調べ」

汚染廃棄物の保管状況

（焼却灰（一般廃棄物））

保管量（平成２６年１２月時点[グラフ下]　）

198,500㌧
平成２６年１２月時点の保管量　約１９８，５００トン（平成２４年７月時点の保管量５６，６９８トン（グラフ上））

　　　　「福島県中間貯蔵施設等対策室調べ」

汚染廃棄物の保管状況

（下水汚泥等）

保管量（平成２６年１２月時点[グラフ下]　）

59,500㌧
平成２６年１２月時点の保管量　約５９，５００トン（平成２５年９月時点の保管量７５，７００トン（グラフ上：最大保管量））

　「福島県中間貯蔵施設等対策室調べ」   59,500(t)

198,500(ｔ)

市町村除染地域における

除染状況（農地）
平成２６年度末までの計画数に対する進捗率

70.7%
平成２６年１１月末時点　平成２６年度末までの計画数は２９，９２０ha　発注数は２７，７７７ha、進捗数は２１，１６４ha

　　　「福島県除染対策課調べ」

100.7

災害廃棄物処理状況
発生見込量に対する処理・処分量

73.4%
平成２６年１１月末時点　発生見込量は３，４０５千トン、仮置場搬入量は２，８２０千トン、処理・処分量は２，４９９千トン

　「福島県一般廃棄物課調べ」

合計特殊出生率
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

100.7
平成２５年　合計特殊出生率　１．５３（全国平均１．４３）

77.5%
平成２６年１１月末時点　平成２６年度末までの計画数は８，２６３施設　発注数は６，９９３施設、進捗数は６，４０２施設

　　　「福島県除染対策課調べ」

市町村除染地域における

除染状況（道路）
平成２６年度末までの計画数に対する進捗率

36.4%
平成２６年１１月末時点　平成２６年度末までの計画数は８，４２１km　発注数は５，７６０km、進捗数は３，０６１km

平成26年10月1日生産年齢人口1,149,311人 / 平成22年10月1日 1,236,458人　「福島県の推計人口（福島県現住人口調査年報）」

平成25年合計特殊出生率1.53　/　平成22年　1.52　「厚生労働省　人口動態調査」

平成２６年１２月２６日時点の借上住宅支援戸数　１８，６８６戸※数値は県内の状況のみ

項　目 復旧・復興の状況 備　考

人

口

総人口
対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）

95.4
平成26年10月1日総人口1,936,630人 / 平成22年10月1日　2,029,064人　「福島県の推計人口（福島県現住人口調査年報）」

生産年齢人口

（１５歳～６４歳人口）

環

境

の

回

復

市町村除染地域における

除染状況（住宅）
平成２６年度末までの計画数に対する進捗率

59.9%
平成２６年１１月末時点　平成２６年度末までの計画数は３０９，７１８戸　発注数は２７６，７５２戸、進捗数は１８５，４７８戸

　　　「福島県除染対策課調べ」

市町村除染地域における

除染状況（公共施設等）
平成２６年度末までの計画数に対する進捗率

対平成２２年比　指数（Ｈ２２＝１００）
93.0

平成２６年１２月１日現在　生産年齢人口　１，１４６，７１８人

75,700(ｔ)

56,698(ｔ)

新生ふくしま復興推進本部
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福島県復興シンボルキャラクター

「ふくしまから はじめよう。キビタン」

福島県 企画調整部 復興･総合計画課
〒960-8670 福島市杉妻町２番１６号 Tel 024-521-7109
E-mail sougoukeikaku@pref.fukushima.lg.jp

詳しくは、ホームページをご覧下さい。 福島県 復興のあゆみ 検索

お問い合わせ先

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045b/15832.html

備　考

＊　避難指示区域の状況は平成26年10月1日現在の状況である。

復旧・復興の状況

　　・帰還困難区域（南相馬市一部、大熊町一部、富岡町一部、浪江町一部、双葉町一部、飯舘村一部、葛尾村一部）

　　・居住制限区域（南相馬市一部、大熊町一部、葛尾村一部、富岡町一部、浪江町一部、飯舘村一部、川俣町一部）

　　・避難指示解除準備区域（南相馬市一部、川俣町一部、楢葉町一部、大熊町一部、富岡町一部、浪江町一部、双葉町一部、川内村一部、飯舘村一部、葛尾村一部）

児童福祉施設（認可保育所

の再開状況）

56.0% 再開施設14施設（別の場所で再開した4施設含む）/震災後休止した施設

25施設

避難指示区域内市町村の施設で別の場所で再開した施設数

・帰還困難区域 1施設

・避難指示解除準備区域内 1施設

・居住制限区域 2施設

学
校

県立学校の復旧状況
97.2%

完了数957件／被災施設数985件（94校）（H26.11.30現在）
原発事故による避難指示区域に存する7校（被害調査未了）

を除く。

医
療

・

福
祉

施

設

病院（休止病院の再開状況）
14.3%

再開した病院　1施設/震災後休止した病院　7施設

・帰還困難区域内の病院 3施設

・避難指示解除準備区域内の病院 3施設

・居住制限区域の病院 1施設

社会福祉施設（高齢者施設・

保護施設の再開状況）

68.6% 再開施設24施設（仮設施設等で再開した9施設含む）/震災後休止した施

設

35施設

避難指示区域内市町村の施設で別の場所で再開した施設数

・帰還困難区域 4施設

・避難指示解除準備区域内 3施設

・居住制限区域 2施設

集

団

移

転

復興まちづくり（防災
集団移転）

【着工】 69.5% 造成工事に着手した地区数41地区／集団移転促進事業計画について国土交通大臣の同意を得た地

区数59地区（H26.12月末現在）
【着工（地区数）】新地町７、相馬市９、南相馬市２１、いわき市４

【完了（地区数）】新地町７、相馬市９、南相馬市１７、いわき市４【完了】 62.7% 造成工事が完了した地区数37地区／集団移転促進事業計画について国土交通大臣の同意を得た地

区数59地区（H26.12月末現在）

JR常磐線運行再開状況
58.7%

県内運転再開距離77.8㎞／県内運休距離132.6㎞

・帰還困難区域内運休距離20.8㎞

・広野～竜田駅間は平成26年6月1日運転再開

・相馬以北の運行再開時期、平成29年春頃

JR只見線運行再開状況
70.9%

県内運転再開距離67.4㎞／県内運休距離95㎞ 　

・全線供用開始→平成29年度目標
【完了】 0.0% 開通延長 0㎞/総整備延長17㎞（県内延長）

東北中央自動車道

（相馬～福島間）
※国道115号相馬福島道路

【着工】 100.0% 着工延長45㎞/総整備延長45㎞
・開通目標

　（仮）相馬西IC～（仮）阿武隈東IC：平成28年度

　（仮）阿武隈東IC～（仮）霊山IC：平成29年度

　相馬IC～（仮）相馬西IC：平成30年度
【完了】 0.0% 開通延長 0㎞/総整備延長45㎞

東北中央自動車道

（福島～米沢間）

【着工】

着工延長128㎞/総整備延長128㎞（県内延長）
・避難指示区域内区間約42㎞

・開通目標

 浪江IC～南相馬IC、相馬IC～山元IC:平成26年12月6日開通

 常磐富岡IC～浪江IC:平成27年3月１日開通予定
89.1% 開通延長114㎞/総整備延長128㎞（県内延長）

100.0%

【完了】 0.0% 工事が完了した地区0地区/計画決定防災林7地区

（H26.12月末現在）

南相馬市小高区、浪江町、双葉町、富岡町、楢葉町に

ついては、現在、復興まちづくり計画内容を検討中。
【完了】 0.0% 工事完了地区数0地区/工事予定地区数10地区

【着工】 100.0% 工事着手地区数10地区/工事予定地区数10地区

（H26.9月末現在）

工事に着工した地区5地区/計画決定防災林7地区

（H26.12月末現在）
計画決定防災林７地区（相馬地区、鹿島地区、原町地区、小

高地区、浪江地区、楢葉地区、いわき地区）

※うち相馬、鹿島、原町、小高、いわき地区で着工。

71.4%

【着工】

工事着手1,885か所/海岸、道路、港湾、漁港等施設の災害復旧を要する箇所2,109か所

（査定継続実施中）（H26.12.31現在）

避難指示解除準備区域内は、既に災害査定が終了している

が、居住制限区域及び帰還困難区域では、未だ災害査定が

終了しておらず今後も引き続き、国が行う除染などと調整を図

りながら進めていく予定。
【完了】 66.8% 工事完了1,409か所/海岸、道路、港湾、漁港等施設の災害復旧を要する箇所2,109か所

（査定継続実施中）（H26.12.31現在）

84.9% 海岸施設(堤防等)復旧着手地区73地区/被災海岸86地区（査定継続実施

中）(H26.12月末現在）
同上

海岸施設(堤防等)復旧完了地区6地区/被災海岸86地区

（査定継続実施中）(H26.12月末現在）

【完了】

100.0% 着工延長17㎞/総整備延長17㎞（県内延長）

項　目

道

路
・

海

岸
・

鉄

道
等

公共土木施設等災害

復旧

【着工】 89.4%

【完了】 7.0%

海岸防災林の再生・

復旧

【着工】

防災緑地の整備状況

常磐自動車道整備

状況

【着工】

海岸施設(堤防等)の
復旧

新生ふくしま復興推進本部
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